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0 新宅俊之 (NTT 東日本 ) , 玉田俊平太 ( 関西学院大 ) , 
内藤祐介 ( 人工生命研究所 ) , 児玉文雄 ( 芝浦正大専門職大学院 ) 

1 はじめに 

昨今、 「技術変化と 科学との関係」を 研究する動きが 活発にな 

ってきている。 最近では玉田俊平太 [1] により第二次科学技術基 

本計画における 重点 4 分野 ( バイオ、 ナノテク、 環境、 IT) を対象 

とした サ イェンスリンケージの 研究が注目を 集めている。 そこでこ 

の 分析手法を応用し NTT という一企業の 研究開発に的を 絞り 

研究することで 情報通信イノベーションや IT イノベーション と 

NTT. 研究開発との 関係を明確にし、 且つ NTT. 研究開発人材 

マネジメントへの 提言に結び付けていく。 人材マネジメントへの 

提言に結び付ける 分析の手法としてはサイエンスリンケージの 

数値を元にしたクラスタ 一分析を採用した。 これにょり研究内容 

をべ ー スとした戦略的人材マネジメントの 提言を実現した。 

・分析対象     NTT の公開特許公報 

・分析期間 :1993 年 1 月 ～ 2002 年 12 月の 10 年分 

2 全体の分析 

2.1 サイェンスリンケージの 分析 

  

図 2.1.1 各分野と NTT の科学論文の 引用率 

図 2.1.1 の通り NTT. 研究開発の特許は IT 分野の特許の 約 

1.5 倍のサインエンスリンケージがあ ることが分かる ( 米バイオ、 ナ 

ノテク、 環境、 IT の サ イェンスリンケージの 数値は玉田俊平太 [1] 

「重点 4 分野における サ イェンスリンケージの 計測」による ) 。 これ 

な 現れであ ると考えられる。 

  

図 2.2.1 分野別 (IPC 分類 ) の公開特許公報数の 推移 

3 ゆ 手先 前 BlJ の分析 
研究所別の分析にあ たっては特許データベースにおける 発 

明 者名と NTT 研究者名データベースのマッチンバにより 実施し 

た @O 

  分析期間 :2002  年の 1 年分 

  NTT  研究者名 昏 2004  年 4  月時点 
  マッチンバ率 :73% 

  
      " 神刃 "   
@JJv@l>J@.fM@@-@@Vtf3K    t 

は NTT. 研究開発の特許が 技術変化に大きな 影響を及ぼして 図 3 KTT 研究所の組織構 風 1999 年 2 月～ ) 

いることの現れであ ると考えられる。 3.1 研究所 別のサ イェンスリンケージの 分析 

2.2 分野別の サ イェンスリンケージの 分析 図 3.1.1 の通りコミュニケーション 科学基礎研究所 ( 識 Bl@ 記 

図 2.2.1 の通り 1999 年～ 2002 午には国際特許分類 (IPC 分 ニ K) の特許は全て 科学論文を引用しており 最高のサイエンスリン 

類 ) における分類 GO 物理学 ) の公開特許公報 数 が分類 H( 電 ケージが見られた。 研究の内容としては「人にやさしいヒュー マ / 

気 ) の 公開特許公報数を 逆転しているのが 分かる。 これは分類 イドコンピュータを 目指して、 人間の知識や 感性に関する 情報処 

G( 物理学 ) に情報通信やコンピュータ 関係の分類の 特許が含ま 理や メディア処理等、 情報通信に関する 新しい知見や 概念の創 

れており、 情報通信イノベーション や IT イノベーションの 明らか 出 」というもので、 情報通信イノベーション や @T イノベーションに 
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大きな影響を 与えていると 考えられる   
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に 研究所の識別表記の 後ろに付与された 部の番号の更に 後ろ 

に番号を付与する 形式をとった。 ( Ⅹ部別対応 表 に関しては表 4 

の通り示した。 訣別対応 表は ついては 156 課にも及ぶため 本論 

文への識別表記表の 掲載は割愛した。 ) Ⅹただし総務関係組織 

は今回の分析対象外としている。 

4.1 課 別のサ イェンスリンケージと 特許リンケージの 分析 

サイェンスリンケージと 特許リンケージを 合わせた分析を 実施 

した結果が下記の 通りとなる。 散布図は縦軸に「特許 1 件あ たり 

の科学論文引用数」、 横軸に「特許 1 件あ たりの特許引用数」と 

なっており、 サイェンスリンケージと 特許リンケージを 合わせて 総 

八 ロ 的に評価した "  結果となっている " 0     
特許立件あ たりの科学註文引用数 。 " 。   

図 3.1.1 研究所別の科学論文の 引用率     
  

また図 3 の通り NTT 研究所は全 12 研究所に分かれており、 
    

充所から「先端技術」関係の 技術分類に属する 基礎ハード系の   Ⅰ 壬 H     
研究所まで順番に 組織されている。 その中でもコミュニケーショ 
      

ン 科学基礎研究所は 基礎ハード系の 研究所に位置しており、 近       
  
  

未来的な研究をしている。 つまり将来的な 長期的経済成長をも       

たらす技術変化を 生み出す可能性のあ る技術が多数存在して 
  

  
い ると考えられる。                                           特許二件あ @ たりの特許引用数 - 一 
その他にもフォトニクス 研究所 ( 識別標記 :J) が 60% 、 物性科学 図 4.1.L 全 156 課の サ イェンスリンケージと 特許リンケージの 散 

基礎研究所 ( 識別標記 :L) が 50% と次に高い サ イェンスリンケ 一 布状況 

、 ジ であ ることが分かった。 フォトニクス 研究所は「 光 半導体部品   上記結果のように NTT の特許としては 全体的には特許リンケ 

光集積回路、 新 光 材料、 光情報処理技術など 光 テクノロジに 閣 ージよりも サ イェンスリンケージよりの 研究内容が多いという 事が 

する幅広い分野で、 先端的技術の 研究開発」であ り、 物性科学 分かる。 これ団目電電公社からの 経緯も起因していることも 考え 

基礎研究所は「量子半導体物性、 量子光学、 極微細構造物性 られる。 電気通信設備としての 特許は、 どちらかというと 特許リン 

など、 物性科学の分野で 情報通信に革新をもたらす 新物質の ケージの方が 高かった。 しかし、 全体としては サ イェンスリンケー 

創出、 新原理の研究開発」となっており、 やはり基礎ハード 系の 、 ジ の方が高いというのは 電気通信設備という 範囲にとどまらず、 

研究所で近未来的な 研究をしている。 多角的な研究内容を 実施している 証拠であ ると考えられる。 企 

4 課別の分析 業 としての営利目的だけの 研究開発だけでなく、 あ まり   清 報道 

信と 関係が薄い考えられるバイオ、 ナノテクといった 一般的に サ 

イェンスリンケージが 高いといわれている 内容の研究分野につ 

いても多数存在しており、 これはまさに l 日公社ゆえの 多岐にわた 

る 基礎研究実施の 現れであ ると考えられる。 

この散布結果をもとにクラスタ 一分析を実施し、 サインエンスリ 

ンケージと特許リンケージによる 総合的なグループ 分けを行った 

結果が下図となっている。 クラスタ一分析の 精度を上げるため   

図 4.1.1 の散布結果の 数値をべき 乗 変換し、 かつ変数としては 

下記の 4 変数を利用した。 

表 4 各研究所の部別対応 表 変数 1: 特許 1 件あ たりの科学論文引用数 

前項で研究所別の 分析を実施したが、 最後に NTT ト 研究開発 変数 2: 科学論文引用比率 

人材マネジメントの 提案に結びつけるべく 最小組織単位であ る 変数 3: 特許 1 件あ たりの特許引用数 

課にまで サ イェンスリンケージの 分析を拡大する。 訣別の分析 変数 4.: 特許引用比率 

にあ たりどの研究所のどの 部の下部組織であ ることが分かるよ う ◆クラスタ一分析の 条件 
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[ サンプル間の 距離 ] 

  原 データの距離計算 : 原 データの ユ ークリッド距離 

  合併後の距離計算ウオード 佳 

  クラスタ一の 数 :5     """- 一一 " - " " - @"     " @"   " " ‥ " 一   " " 一 ""     " ""   " 
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図 4.1.2 それぞれのグループの 研究内容 株 会社に所属するという 整理になった。 しかも研究所の 研究開 

図 4.1.2 のように 5 つのグループに 分かれるがザイエンスリン 発 費は事業会社からの 上納金によって 賄われる制度になった。 

ケージも特許リンケージも 両方とも高い 研究内容はスマートカー そのため、 より事業会社の 要望する研究開発を 実施することを 

ド デバイス系 、 ュビキ タス系、 光コネクション 系 、 ナノバイオ系の 余儀なくされる 状況となっている。 その研究開発内容というのは   

研究内容であ ることが分かった。 サイェンスリンケージが 高い研 より事業展開に 結びつくような 研究開発内容となっているのは 言 

究 内容は音声画像系、 セキュリティ   暗号系、 ユビキ タス系、 光 うまでもない。 例えば交換機設備を 効率的に保守メンテナンス 

半導体系、 ナノバイオ系となっている。 特許リンケージが 高いの するソフトの 研究開発などもこれらの 一つにあ たり、 それは サイ 

は IP 電話系、 交換機系、 ェ ネルギ一系、 光半導体系、 ナノバイ ェンスリンケージとは 全く無縁の研究内容となっている 状況下に 

オ系 となっている。 サイェンスリンケージも 特許リンケージも 両方 あ る。 

とも中間のグループの 研究内容は画像系、 ブロートバンド 系、 衛 5.1 研究所の威厳喪失の 大きな原因 

星 通信系、 光 班 導体・ 光 デバイス系、 材料系となっている。 それ 1995 年以降のインターネットブームによる 交換機設備の IP 化 

に 対して サ イェンスリンケージも 特許リンケージも 少ないのが 交 というのも研究所の 威厳喪失の大きな 要因として挙げられる。 N 

換 機糸と環境系となっている。 またそれぞれのグループに 配置 丁丁は次世代交換機設備として 新 ノードの開発に 1980 年代後半 

させている研究員を 分析してみると、 ほとんどリンケージのない から 1990 年代前半にかけて、 莫大な研究員と 研究開発費を 投 

研究内容に約 1000 人近くの人員を 割り当てていることが 分かる。 じて実施してきた。 しかし、 その 親 ノード開発完了と 共にインター 

しかも下記結果は 特許を申請している 課をあ くまでも対象として ネットブームが 巻き起こり、 時代は rP 化の時代に突入した。 これ 

おり、 特許自体を申請していない 課も含めると、 約 1200 人の人 により D70 交換機から 新 ノードへの切り 替えが 跨曙 され、 かつ 不 

員を割り当てていることになる。 しかも NTT. 研究開発体制として 運にもその時に NTT 分離分割が重なり、 更に新ノード 切り替え 

は 、 このリンケージのないグループに 研究内容と人員をシフトし への更なる ハ 一ドルとなっていった。 時代は高価な 交換機から 

て 行こうとする 傾向にあ り、 その傾向に歯止めがかからない 状況 安価なルータへと 切り替わって 行っていた。 莫大な人員と 研究 

下 にもあ る。   開発費を費やして 開発された 新 ノードは時代にマッチしたもの 
  
特許エ件あ たりの 卸宇 泣女引用 故       ではなくなっており、 それは約 100 年に渡り圧倒してきた 電話交 

換機 設備の研究開発組織の 権 威喪失をも意味していた。 

6 NTT. 研究開発の方向性 
21 世紀に入り NTT としての研究開発戦略としては レゾ ナント 

コミュニケーションを 実現するべく ユビキ タスネットワーク 関係や 

光 ネットワーク 関係を中心にやりたいという 方向性を打ち 出して 

  いる。 しかも 2003  年 1  月 3  日号、 2005  年 1  月 3  日号の日経エ 

レクトロニクス [4] において井上友二取締役第三部門長 ( 技術 戦 
  

格担当 ) は下記のようなビジョンを 語っている。 
      研究所はもっと 要素技術をやるべきだ 

図 4.1.3 それぞれのグループの 研究員数   ブロードバンド 環境に向けた 研究開発においては 世界中が「 N 
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了 Ⅰは次に何をやるのか」と 関心を寄せている の 各研究所の中、 サイン 工 スリンケージが 高い課も存在している 

  基礎的な研究テーマとして 量子コンピュータやナノバイオ・サイ のも事実であ る。 そのため、 それらの課は 類似の研究開発を 行 

ェシ スに注力している 

・今後、 電話網を lP 網へ 置き換えていくわけだが、 ルータなどの 

通信装置は海覚からただ 買ってくるだけになるかもしれない 

つまり図 6 におけるリンケージの 高い分野の研究を 実施した 

いと思っていると 考えられ、 これは サ イェンスリンケージの 分析 と 

いう全く純粋な 科学的な分析結果と 実際の現場の 研究開発戦 

略担当トップの 意見とが一致しているという 結果の現れであ る。   

7 NTT. 研究開発人材マネジメントの 提案 

前項のような 結果を考慮しつつ、 NTT, 研究開発人材マネジメ 

ント改革を下記の 通り提案する。 提案を前に サ イェンスリンケー 

、 ジは ついて言及しておく 必 、 要があ る。 現在世間一般に「技術変 

化と科学との 関係」を研究する 動きが活発になってきており、 且 

つ長期的経済成長の 要因は、 労働や資本の 投入もさることなが 

っている別の 研究所に統合する 方向で検討したい。 

      一一 - "          "  ""             " -  " "   
． 侍詐 Ⅰ 件 あ たりの科学齢立引 辮敬 Ⅱ。 

    

図 7.l NTTr   研究開発人材マネジメントの 提案に向けて 

図 7.2 NTTp 研究開発体制の 再構築の提案 

ら 、 技術変化によってその 多くがもたらされることが 明らかになっ これら一連の 事業会社の開発部門との 整理統合の結果   

ており、 科学が技術変化をもたらすとされる 要素の一つとして 認、 NTT. 研究開発体制としては、 今後の研究開発戦略の 中心的な 

試 されている。 役割を担 う 「 ュビキ タスネットワーク」、 「 光 ネットワーク」といった 先 

その指標化の 一 っとして サ イェンスリンケージがあ る。 つまり 端技術関係の 研究所を中心に 再構築していくことが 可能になる。 

サ イェンスリンケージが 高いということは 将来的に長期的経済成 また、 もともと将来性が 薄く事業会社からの 影響を強く受けた 研 

長 をもたらす可能性が 大きいということになる。 逆に ザ イェンスリ 究 に従事している 研究員のパワーそより 効果的に発揮していけ 

ンケージが低いということは 将来的な経済成長をもたらす 可能性 るだけでなく、 NTTr 研究所としては、 より将来的な 経済成長に結 

が 少ないという 事になる。 言い換えると、 その サ イェンスリンケー び 付き、 且つ NTT. 研究開発ビジョンとマッチした 研究に注 力 し 

ジが 低いところに 人的資源、 研究開発費用を つ ぎ込むことはな ていくことが 可能となるのではないかと 考える。 これにょり NTT Ⅰ グ 

るべく避けるべきという 提案も一つ生まれてくる。 ループ全体としての 発展と情報通信イノベーションを 先導して展 

そこで サ イェンスリンケージが 低く、 かつ事業会社からの 影響 開していくことが 可能となるのではないかと 考える。 

を 受けやすい交換機関係の 研究所と環境 ェ ネルギ一関係の 研 8  おわりに 

充所を事業会社と 整理統合する 方向性で NTT 研究開発体制を サ イェンスリンケージという 分析手法は、 今後、 「研究開発効 

再構築し、 人材マネジメ シト するような方向性を 提案したひ。 率 」や「事業化実績」などと 相関的に分析していくことで 一企業 

もともと C ～ F の各研究所は 交換機関係の 研究開発をしてお における研究開発人材マネジメント 戦略の立案に 非常に有効な 

り 事業会社とも 密接に関係した、 より開発よりの 研究内容が多く ツールとなりうるのではないかと 考えられる。 

なっている。 そのため、 他の研究所よりも 事業会社に統合しやす [ 参考文献 ] 

いといった性質を 持っている。 また環境エネルギー 研究所につ [1 「玉田俊平太 : 「重点 4 分野におけるサインエンスリンケージの 

いては事業会社に 環境対策室や 環境専門の子会社が 存在して 計測」、 経済産業研究所 (2004) 

おり、 それらとの統合を 検討することを 提案する。 それでも C ～ G  ¥2] 日経エレクトロニクス :2003/2005 年 1 月 3 日号 
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